
諮問第170号の概要
（経済産業省企業活動基本調査の変更）

令和５年３月23日
総務省政策統括官（統計制度担当）

資料３－１



調査対象

調査事項

①企業の名称、所在地及び法人番号
②資本金額又は出資金額
③企業の設立形態及び設立時期
④最近決算期間の組織再編行為の状況
⑤企業の決算月

⑥事業組織及び従業者数
⑦親会社、子会社・関連会社の状況
⑧資産・負債及び純資産並びに投資
⑨事業内容
⑩取引状況

⑪事業の外部委託の状況
⑫研究開発、能力開発
⑬技術の所有及び取引状況
⑭企業経営の方向

周期等
調査周期：毎年
基準となる期日：６月１日現在
実施期間：５月中旬～６月下旬

調査系統 経済産業省 ー 調査実施事業者 ー 報告者
（郵送又はオンライン）

公表 速報：調査実施期間終了後７か月後の月末まで
確報：調査実施期間終了後12か月後の月末まで

報告者数 約45,000企業
（全数）

目的 企業の活動の実態を明らかにすることにより、企業に関する施策の基礎資料を得る。

利用状況

① 経済産業省施策等の企画・立案のための基礎資料
◆ 企業のグローバル化の状況及びサービス化の進展の把握・分析に活用
◆ 「経済財政白書」、 ｢通商白書｣、｢中小企業白書｣等の各種白書において利用

② 他の統計調査へのデータ提供
◆ 海外事業活動基本調査（経済産業省：毎年）
◆ 中小企業実態基本調査（経済産業省：毎年）

「鉱業，採石業，砂利採取業」
「製造業」
「電気・ガス・熱供給・水道業」（★）
「情報通信業」（★）
「卸売業，小売業」

「金融業，保険業」（★）
「不動産業，物品賃貸業」（★）
「学術研究，専門・技術サービス業」（★）
「宿泊業，飲食サービス業」（★）
「生活関連サービス業，娯楽業」（★）

「教育，学習支援業」（★）
「サービス業（他に分類されないもの）」（★）

（★は一部の産業のみ対象）

次の産業に属する事業所を有する企業のうち、従業者50人以上かつ資本金額又は出資金額３千万円以上のもの

１．経済産業省企業活動基本調査の概要（現行計画）
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２．令和４年調査の実施状況
○ 令和4年調査では、売上や仕入の輸出入に係る調査事項について、回答の要否を明確にするため、
国際取引の有無に関する設問を挿入（諮問第154号の答申（令和３年７月）を経て変更）

○ この調査票により令和４年調査を実施した（令和4年5月中旬～6月下旬）ところ、調査票の指示内容が適
切ではなかったために、本来調査が必要な事項において調査漏れが発生

（令和４年調査の調査票）

令和４年調査において
国際取引の有無に関する設問を挿入

2※ 「７」の調査項目は「事業の外部委託の状況」

「国際取引はなかった⇒７へ」と記載して
いたため、国際取引がない場合には、
（２）売上高の取引状況
（３）仕入高（モノ）の取引状況
に回答しなくともよい設計となっていた。

しかし本来は、国際取引の有無によらず、
「 売上高（ 0601 ） 」 及 び 「 仕入高
（0609）」については、回答を得る必要が
あった。



３．主な変更内容① 取引状況
○ 令和５年調査では、国際取引がない場合の誘導を削除し、国際取引の有無にかかわらず、(2)
「売上高(0601)」と (3)「仕入高(モノ)(0609)」には回答するよう、注意書きを追加

※ 令和５年調査の準備業務では、電子調査票の修正に制約があることから、現行の調査票の設計を前提に、回答者の誘導を正
す修正を実施

追加
削除
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変更後（令和５年調査）変更前（令和４年調査）



３．主な変更内容② 労働者区分

○ 「公的統計の整備に関する基本的な計画」（令和２年６月２日閣議決定）を受けた「統計調査における
労働者区分等に関するガイドライン」（平成27年５月19日統計企画会議申合せ）の改定※を踏まえ、労働者
区分の定義を変更

※ 「正社員」「正社員以外」等の区分に代えて、雇用契約期間による区分（無期、有期）を適用

変更後（令和５年調査）変更前（令和４年調査）
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※ 今回の変更箇所は黄色の線内
（赤色の線は調査票のデザインによるもので変更箇所ではない）



４．想定される確認のポイント

○ 今回の変更内容（①取引状況、②労働者区分）については、報告者から適切な回
答を得る等の観点からおおむね適当と考えるが、以下について確認が必要

(1)令和４年調査の実施状況、特に「国際取引の有無」を挿入したことによる影響
（売上高・仕入高の調査のリカバリー状況など）

(2) 令和５年調査の結果を踏まえた、令和６年以降の調査における対応の方向性

○ 上記の点及び今後の再発防止や更なる調査の改善等の観点も踏まえ、以下につい
て御審議いただきたい。

(1) 今回の変更内容（①取引状況、②労働者区分）についての是非
(2) 今後の課題

• 調査の企画段階における留意点及び改善策
• エラー防止の観点からのオンライン回答の推進策
• 報告者負担軽減の観点からの調査事項見直しの余地
• 総務省における承認審査（統計委員会への諮問を含む。）の改善策 等
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前回諮問時（平成３年５月）の

審議状況について

（参考）



○ 経済産業省企業活動基本調査については、令和３年５月11日付けで、経済産業省から総務省
に変更申請が行われ、その承認の適否を判断するに当たり、同年５月26日に統計委員会に諮問

※ 同時・一体的に実施する科学技術研究調査と併せて諮問
○ 添付資料において、調査計画の変更箇所、内容、理由などが記載されている。

１ 令和４年調査の変更時の申請・諮問

諮問文

（総務省
→統計委） 変更申請

（総務省
→総務省）

変更申請

（経産省
→総務省）

（諮問文の別添１：科学関係）（諮問文の別添２：企活関係）

添付資料
申請事項記載書、調査票の新旧対照
表、変更後の調査計画、調査票など
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○ 経済産業省から総務省への申請書類の中で、「申請事項記載書」及び「調査票の新旧対照表」
において、変更する事項について、変更の内容及び理由が記載されている。

１ 令和４年調査の変更時の申請・諮問

申請事項記載書（抜粋）

変 更 案 変 更 前 変 更 理 由

５．報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間

（１）報告を求める事項（詳細は調査票（別添１）を参照）

略

④最近決算期間の組織再編行為の状況 ＊

略

⑦親会社、子会社・関連会社の状況 ○＊

⑧資産・負債及び純資産並びに投資 ○＊

⑨事業内容 ＊

⑩取引状況 ＊

⑪事業の外部委託の状況 ＊

５．報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間

（１）報告を求める事項（詳細は調査票（別添１）を参照）

略

④直近１年間の組織再編行為の状況

略

⑦親会社、子会社・関連会社の状況

⑧資産・負債及び純資産並びに投資

⑨事業内容

⑩取引状況

⑪事業の外部委託の状況

・調査事項の変更の詳細は別添

の調査票の新旧対照表を参照

調査票の新旧対照表（抜粋）
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２ サービス統計・企業統計部会における議論

総務省説明資料（審査メモ）から抜粋

○ 部会審議では、総務省から、調査事項の変更内容について説明し、本調査事項を追加することに
より、どのような効果が期待できるかについて論点を設定している。
※ 調査票全体の設問前後のフローについては、総務省から特段の説明はしていない。
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３ サービス統計・企業統計部会における議論・統計委員会答申

経済産業省説明資料から抜粋

○ 経済産業省は、同省説明資料により、当該論点について、以下のとおり説明した。
○ 委員からは、「未記入なのか、該当しないので記入する必要がないのかを明確にすることで、疑義照会
の必要性など本調査事項の取扱いを考える上で大変重要な情報となるため、是非把握していただきた
い」との意見があった。

○ 部会審議を踏まえ、答申では、他の調査事項の変更と併せて「実態の正確な把握や報告者負担の
軽減の観点から、おおむね適当である。」とされた。
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